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研究要旨： 近年、食品への異物混入に対する消費者の関心はこれまでになく高ま

っている。それらの喫食による健康被害が報告されているにもかかわらず、食品へ

の異物混入の被害実態は、各自治体レベルでの報告はあるものの、全国の状況を明

確に把握できるような情報は少ない。2018 年 6 月の食品衛生法の改正により、

HACCP の考え方を取り入れた衛生管理が推進されている。各事業者が HACCP に

よる衛生管理の取り組みを進める際に、食品に混入する異物の全体像の把握、健康

被害の実態、健康被害が発生した異物の材質、形状等を把握することがまず必要で

あり、それらの情報は危害要因分析の支援にもつながる。

異物混入被害実態を把握するために、2 回（2016 年度および 2019 年度）にわ

たり、全国の自治体（保健所）を対象として食品への異物混入の苦情処理事例を集

め、集計・解析を行った。しかしながら、食品への異物混入事例のすべてが自治体

に報告されるわけではない。本調査では、自治体とは別の情報源として、民間機関
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が収集した異物混入事例の集計・解析を行うこととし、自治体データと併せて食

品事業者への HACCP 指導に役立つ基礎データとすることを目的とした。 
 本調査ではイカリ消毒株式会社（イカリ消毒）および日本生活協同組合連合会

（生協連）よりデータが提供された。食品への混入異物検査が行われた全事例は

イカリ消毒データでは 4 年分（2015～2018 年）で 131,389 件あり、生協連データ

では製造過程に原因があると思われる異物混入事例が 3 年度分（2016～2018 年

度）で 4,299 件あった。混入異物としては、イカリ消毒データでは合成樹脂

（19.6%）、植物（13.9%）、金属（10.7%）が多く、生協連データでは原材料由来

（37.6%）、プラスチック（14.0%）、汚れ（11.4%）が多かった。食品分類別では、

イカリ消毒データでは弁当・惣菜（日配品）（30.3%）、パン・菓子類（17.4%）、冷

凍加工品（8.5%）への混入が多く、生協連データでは調理冷食（15.2%）、菓子

（13.2%）、冷凍野菜（9.8%）への混入が多かった。異物混入により健康被害が発

生した事例は生協連データでは 3 年度分で「怪我」が 32 件、「体調不良」が 5 件

あった。「怪我」の場合、異物の種類は原材料由来（81.3%）、プラスチック（9.4%）、

石（6.3%）、植物片（3.1%）で、「体調不良」の場合は動物・昆虫（80%）、原材料

由来（20%）であった。 
 本調査では、自治体データとは異なる情報源により、食品への異物混入の被害

実態の一端が明らかになった。また、混入事例について食品分類および異物分類

の組み合わせを解析することで、各食品分類において混入件数が多い異物分類の

概要が得られた。異なる情報源に付随した異なる異物分類法に起因するデータ比

較の難しさも判明したが、これらの情報は自治体データと併せて、食品事業者へ

の HACCP 導入支援時に参照可能な異物混入実態データとして活用することが可

能と考えられる。 
 
 

Ａ. 研究目的 

 

 近年、食品の異物混入事例に関する報道

が数多く見られるように、消費者の異物混

入に対する関心はこれまでになく高まって

いる。実際にそれらの喫食による健康被害

も報告されているにもかかわらず、食品に

おける異物混入被害実態は、各自治体レベ

ルでの報告はあるものの、全数ではなく、日

本全国での状況を明確に把握できるような

情報は少ない。 

 2018 年 6 月の食品衛生法の改正により、

HACCP の考え方を取り入れた衛生管理が

推進されている。各事業者が HACCP によ

る衛生管理の取組みを進めるには、食品に

混入する異物の全体像の把握、健康被害の

実態、健康被害が発生した異物の材質、形状

等を把握することがまず必要であり、それ

らは危害要因分析の支援にもつながると考

えられる。 
 これらの状況および継続的な調査の重要

性に鑑み、今まで２回にわたり（調査対象期

間は 2014 年 4 月～2016 年 11 月および
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2016 年 12 月～2019 年 7 月）、全国の自治

体、保健所等で異物混入の苦情処理が行わ

れた事例の調査（自治体 2016 調査および自

治体 2019 調査）を行なった（参考文献 1、
2）。しかしながら、食品への異物混入事例

の全てが自治体に報告されるわけではない

ことから、自治体とは異なる情報源として、

流通機関や民間検査機関に集約された異物

混入事例の集計・解析を行うことにした。本

調査では、民間検査機関としてイカリ消毒

株式会社（以下、イカリ消毒）から、流通機

関として日本生活協同組合連合会（以下、生

協連）から異物混入のデータが提供された。  
 これらの民間データにより、自治体等の

公共データとは別に、異物混入事例の全容、

食品や混入異物の種類、食品への異物混入

におけるリスクの高い組み合わせ等を把握

し、これを公共データと同様、異物混入の低

減対策指導に役立つ基礎データとすること

を目的とした。 
 
 
Ｂ. 研究方法 

 

１. データ収集 

 

○ イカリ消毒提供データ 
 イカリ消毒は事業の一環として製品への

異物混入の検査・分析を行っている。異物検

査依頼書とともに東西の分析センターに検

体が送付され、検査・分析が行われる。検査

依頼者は主に食品の製造、加工、販売関連の

事業者である。本調査では、イカリ消毒より

2015 年 1 月～2018 年 12 月に東西両分析

センターにおいて得られたデータが提供さ

れた。対象の 4 年間に混入異物検査を行っ

たすべての検体について、「担当営業所」「受

付日」「食品の種類」「異物の種類」を記載し

たデータが提供された（検査依頼に関する

顧客情報などは含まれないもの）。従って本

調査では、暦年（1～12 月）を区切りとして

4 年間の解析を行った（2015、2016、2017、
2018 年）。 
 イカリ消毒のデータにおいて食品は 18
の項目（商品別区分 No.1～18）に分類され

ており、商品別区分整理表に分類例が詳し

く記載されている（資料 1）。項目の一つ、

「弁当・惣菜（日配品）」には飲食店やファ

ストフード店の料理も含まれる。混入異物

（イカリ消毒のデータでは「結果」と表記）

は 10 の「区分」（大分類に相当）、さらに 40
の「項目」に分類されており、これらも分類

例が結果別区分整理表に詳しく記載されて

いる（資料 2）。 
 提供されたデータには、異物混入が製品

の製造工程や調理過程に起因するか否かは

示されていなかった。 
 

○ 生協連提供データ 
 生協連は流通機関（販売者）として位置付

けられる。生協連または各生協が消費者・組

合員から商品への異物混入に関して苦情の

申し出を受けると、各生協は生協連に対し

その調査を依頼する。生協連はその商品の

製造者及び生協の商品検査センター等で原

因調査や検査を行い、結果を各生協に報告

する。 
 CO・OP 商品に関し、消費者・組合員か

ら、年間 18,000～22,000 件の苦情申し出が

生協に寄せられる。このうち約 1/3（約6,000
件）が異物混入に関するもので、調査により

当該商品の製造過程に異物混入の原因があ
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ると結論されるのはその 25～30%である。 
 本調査で提供されたデータ（3年度分）は、

CO・OP 商品（食品以外も含む）への異物

混入事例で、製造過程に原因があったと判

断された事例のデータである。データがカ

バーする期間は 2016 年 3 月 21 日～2019
年 3 月 20 日で、このため解析は年度（3 月

21 日から翌年の 3 月 20 日）に区切って行

なった（2016、2017、2018 年度）。 
 対象の 3 年間の事例のそれぞれについて、

「商品（食品）の種類」「異物の種類」を記

載したデータが提供された。また健康被害

（怪我・体調不良）のあった事例については

その旨が記載されていた。 
 生協連では商品（食品）は大、中、小の 3
段階において分類されており、分類「大」で

食品は 27 種類ある（資料 3）。また混入異

物（生協連のデータにおいては「現象」と表

記）も大、中、小の 3 段階において分類さ

れており、分類「中」では 15 種類に分類さ

れる（資料 4）。 
 
２．データ集計・解析 
 イカリ消毒および生協連から提供された

データは、全て Microsoft Excel 形式であり、

Microsoft Excel にてデータの整理、各種集

計や解析を行った。 
 
○ イカリ消毒提供データ 
 イカリ消毒提供データの各集計・解析に

おいて、食品の分類はイカリ消毒による資

料 1 の「項目」分類に従った。異物の分類

はイカリ消毒による資料 2 の「区分」もし

くは「項目」分類に従った。 
 
○ 生協連提供データ 

 生協連のデータにおいて、商品（食品）は

大、中、小の 3 段階において分類されてお

り、今回の集計・解析には分類「大」を用い

た。分類「大」で、食品は No.1～27 の 27
種類に分類されている（資料 3）。異物も大、

中、小の 3 段階において分類されており、

今回の集計・解析には分類「中」を用いた。

分類「中」において異物は No.1～15 の 15
種類に分類される（資料 4）。 
 生協連のデータにおいては、健康被害が

見られた事例が記載されており、これらの

有症事例に関しては異物分類「小」の名称を

含めた詳細な解析を行った。 
 
Ｃ. 研究結果 

 

１. イカリ消毒データの解析 
 
○ 全混入食品を対象とした混入異物の種

類 
 イカリ消毒より提供されたデータを集計

し、解析を行った。東西両センターにおける

食品への異物混入の検出例は 2015～2018
年の 4 年間に合計 131,389 件報告されてい

た（2015 年：35,169 件、2016 年：34,104
件、2017 年：31,837 件、2018 年：30,279
件）。 
 まず全混入食品を対象として、どのよう

な種類の異物が混入していたかを集計した。

異物を「区分」により分類した場合と、「項

目」により分類した場合の両方について集

計した。 
 2015～2018 年の 4 年分の混入異物区分

としては、「プラスチックなど」（20.5%）が

最も多く、次いで「動物由来」（15.6%）、「金

属・鉱物」（15.2%）、「植物」（13.9%）、「他
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の昆虫など」（11.6%）であった（図表 1）。
これら 5 つの異物区分は、年によらず混入

件数が多く、「プラスチックなど」は 2015
～2018 年の各年においても混入が最も多

く検出された異物区分であった。2015～
2018 年の各年で異物区分の内訳に大きな

違いは見られなかった（図表 1）。 
次に、2015～2018 年の 4 年分の混入異

物項目別の内訳を見ると、「合成樹脂」

（19.6%）が最も多く、次いで「植物」

（13.9%）、「金属」（10.7%）、「他の昆虫／成

虫」（6.3%）、「複合・加工食品由来」（6.0%）

の順であった（図表 2A、表 1）。上位に「合

成樹脂」「植物」「金属」が挙げられる傾向は、

2015～2018 年の各年において変わりがな

かった（図表 2B〜2E、表 1）。 

○ 異物混入が見られた食品の種類

次に 2015～2018 年の 4 年間に異物混入

が認められた食品項目について項目別の事

例件数を集計したところ、一番多かったの

は「弁当・惣菜（日配品）」（30.3%）で、次

いで「パン・菓子類」（17.4%）、「冷凍加工

品」（8.5%）、「水産・水産加工品」（7.1%）

であった（図表 3）。混入件数は各食品の流

通量などに影響を受けるので、この結果は、

これらの食品項目への異物混入が起きやす

いことを必ずしも示しているわけではない。

「弁当・惣菜（日配品）」「パン・菓子類」「冷

凍加工品」「水産・水産加工品」が上位に並

ぶ傾向は、2015～2018 年の各年において変

わりがなかった（図表 3）。 

○ 各食品項目を対象とした混入異物の種

類

次に 2015～2018 年の 4 年分の異物混入

事例について、食品項目ごとの混入異物項

目内訳を解析した（表 2）。全食品を対象と

した場合（表 1）と同様、多くの食品項目に

おいて、「合成樹脂」、「植物」、「金属」が内

訳%において 3 位までを占めたが（表 3）、
いくつかの例外も見られた。例えば、「（A）

水産・水産加工品」では「動物組織」が 3 位

となり、その内訳%は 11.2%で、全食品を対

象とした場合（4.4%）よりずっと高かった。

同様に、「（B）食肉・食肉加工品」では「骨・

甲殻・貝殻など」が 3 位となり、その内訳%
は 10.0%（全食品対象では 5.7%）、「（C）卵・

卵加工品」では「複合・加工食品由来」が 2
位となり、その内訳%は 11.2%（全食品対象

では 6.0%）、「（D）乳・乳加工品」では「複

合・加工食品由来」が 3 位となり、その内

訳%は 9.8%（全食品対象では 6.0%）、「（E）

農産物・農産加工品」では「他の昆虫/成虫」

が 3 位となり、その内訳%は 10.6%（全食

品対象では 6.3%）、「（F）漬物」でも「他の

昆虫/成虫」が 3 位となり、その内訳%は

11.3%（全食品対象では 6.3%）、「（L）嗜好

品」でも「他の昆虫/成虫」が 3 位となり、

その内訳%は 9.4%（全食品対象では 6.3%）、

「（R）飲料・アルコール等」では「カビ・

菌等」（微生物（カビ・酵母・細菌類）によ

る汚染・変色）が 1 位となり、その内訳%は

13.1%（全食品対象では 2.8%）であった（表

3）。これらの例外的に高い内訳%を示す異

物項目は、それぞれの食品項目の原材料、製

造法、流通形態などと関連している可能性

がある。

○ 健康被害を引き起こす可能性のある異

物

自治体 2016調査および 2019調査の結果
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によると、健康被害があった事例 463 件

（2016 調査 234 件、2019 調査 229 件）の

うち、硬質異物によるものが402件（86.8%）

を占めていた（参考文献 1、2）。硬質異物と

しては「動物性異物－その他（各種の骨な

ど）」（103 件）、「鉱物性異物－金属」（96 件）、

「合成樹脂類－その他樹脂」（69 件）、「鉱物

性異物－ガラス」（46 件）が多かった。 
 本調査で提供されたイカリ消毒のデータ

には健康被害の有無に関する記載はなかっ

たが、金属およびガラスの混入については

健康被害の可能性があり、また法的にも重

要である。そこで、2015～2018 年の 4 年間

のデータについて、異物項目「33_金属」ま

たは「34_ガラス・石など」がどの食品項目

に多く混入しているかを調べた。表 4 は、

食品項目別の内訳を%の高い順に上位 5 位

まで示したものである。「33_金属」、「34_ガ
ラス・石など」（ガラス片、陶磁器片、石、

砂、建材など）の両者とも、全ての異物を対

象とした場合（図表 3 参照）と同様、「弁当・

惣菜（日配品）」、「パン・菓子類」、「冷凍加

工品」、「水産・水産加工品」への混入が多か

った。 
 
２．生協連データの解析 
 
○ 全混入食品を対象とした混入異物の種

類 
 生協連より提供されたデータを集計し、

解析を行った。食品への異物混入が認めら

れた事例のうち、製造過程に異物混入の原

因があったと判断された事例は、2016～
2018年度の 3年度分で合計 4,299件報告さ

れていた（2016 年度：1,743 件、2017 年

度：1,371 件、2018 年度：1,185 件）。 

 2016～2018 年度の 3 年度分の全混入食

品を対象とした混入異物（現象分類「中」）

の内訳としては、「原材料由来」（37.6%）が

最も多く、次いで「プラスチック」（14.0%）、

「汚れ」（11.4%）、「毛髪」（9.8%）、「動物・

昆虫」（8.9%）の順であった（図表 4A、表

5）。これらの異物分類は年度によらず混入

件数が多く、「原材料由来」および「プラス

チック」は 2016～2018 年度の各年度にお

いて混入が多く検出された 1 位および 2 位

であった（図表 4B～4D、表 5）。2016～2018
年度の各年度の間で混入異物の内訳に大き

な違いは見られなかった。 
 
○ 異物混入が見られた食品の種類 
 次に 2016～2018 年度の 3 年度間に異物

混入が認められた食品分類（商品分類名称

「大」）について食品分類別の事例件数を集

計した。一番多かったのは「調理冷食」

（15.2%）で、次いで「菓子」（13.2%）、「冷

凍野菜」（9.8%）、「水産」（9.7%）、「日配」

（8.2%）であった（図表 5）。若干の順位の

変動はあったが、2016～2018 年度の各年度

においても上位 1～5 位は上記の 5 食品分

類が占めていた。混入件数は各食品の流通

量に影響を受けるので、この結果は、これら

の食品分類への混入が起きやすいことを必

ずしも示しているわけではない。 
 内訳%については、2016〜2018 年度にお

いて、「冷凍野菜」（6.2～13.5%）以外はほ

ぼ変わりがなかった（「調理冷食」（13.4～
16.6%）、「菓子」（12.1～14.2%）、「水産」（9.6
～9.9%）、「日配」（7.3～8.7%））。「冷凍野菜」

は、2016 年度（13.5%）に比べ 2017 年度

（6.2%）および 2018 年度（8.7%）は大幅

に内訳%が低下していた。異物混入件数で
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見ると、2016 年度（235 件）、2017 年度（85
件）、2018 年度（103 件）と推移していた。

混入異物分類別に見ると、「動物・昆虫－そ

の他」が 2016 年度（43 件）、2017 年度（12
件）、2018 年度（25 件）であり、「植物片－

鋭くないもの」が 2016 年度（109 件）、2017
年度（22 件）、2018 年度（32 件）であった。 

○ 各食品分類を対象とした混入異物の種

類

続いて 2016～2018 年度の 3 年度分の異

物混入事例について食品分類ごとの混入異

物の内訳を解析した。全混入食品の場合（表

5 参照）と同様、多くの食品分類で、「原材

料由来」、「プラスチック」、「汚れ」が異物分

類別の内訳%で上位 3 位までに入っていた

（表 6、表 7）。しかし例外もあり、このう

ち混入総件数および内訳%の観点から重要

と思われる「食品分類と異物分類の組み合

わせ」は、「水産」における「動物・昆虫」、

「冷凍野菜」における「植物片」および「動

物・昆虫」、「菓子」における「毛髪」、「惣菜」

における「毛髪」、「乾物」における「動物・

昆虫」である（表 7 に二重下線でハイライ

ト）。これらの特徴的な異物は、当該食品の

原材料、製造工程、流通形態などと関連して

いる可能性がある。

○ 健康被害（「怪我」および「体調不良」）

が報告された事例における混入異物

 生協連データでは食品に混入した異物に

より健康被害が発生した事例が記録されて

おり、3 年度分（4,299 件中）で「怪我」に

至った事例が 32 件、「体調不良（嘔吐・下

痢など）」に至った事例が 5 件あった。 
 「怪我」に至った事例における異物分類の

内訳は、「原材料由来」（26 件、81.3%）、「プ

ラスチック」（3 件、9.4%）、「石」（2 件、

6.3%）、「植物片」（1 件、3.1%）であった（表

8A）。「原材料由来」（現象分類「中」）26 件

のうち、20 件は「骨・殻」（現象分類「小」）

によるものであった。

 「体調不良」に至った事例における異物分

類の内訳は、「動物・昆虫」（4 件、80%）、

原材料由来（1 件、20%）であった（表 8B）。 
これら 37 件について異物分類の詳細と

年度別件数をまとめた（表 9）。「怪我」の

場合、件数が多かった異物分類として、「原

材料由来－骨・殻」（20 件）、「原材料由

来－その他」（3 件）、「プラスチック－軟

らかい」（2 件）、「石－石（2mm 以上）」

（2 件）が見られた。「体調不良」の場合は、

「動物・昆虫－食品・衣料害虫」「動物・昆

虫－寄生虫」「動物・昆虫－その他」「動物・

昆虫－（分類「小」未記載）」「原材料由来

－コゲ」がそれぞれ 1 件ずつであった。2016
～2018 年度において健康被害（怪我、体調

不良）の原因として混入が最も多く検出さ

れた異物分類は、年度によらず「原材料由来

－骨・殻」であった（表 9）。この結果は、

自治体 2016 調査および 2019 調査で、健康

被害を引き起こした原因異物の第 1 位が

「動物性異物－その他（各種の骨など）」で

あった結果と一致している。

３．異なるデータシステム間での解析結果

の比較

○ 全混入食品を対象とした混入異物の種

類

データシステムの特徴を把握するには、
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異なるデータシステム間で解析結果を比較

する必要がある。自治体データ（参考文献 1、
2）、イカリ消毒データ、生協連データでは

異物分類の方法が大きく異なっており、こ

のため解析結果の厳密な比較は容易ではな

い。そこでどの程度、比較可能性があるかを

知るために、これら３つの分類法（イカリ消

毒: 異物「項目」 、生協連：現象分類「中」、

自治体：調査票 1）の間で異物分類対応表を

作成した（表 10）。表中、黄色にハイライト

した異物間で対応がつくことが示唆された。

このような異物はイカリ消毒の分類法（全

40 項目）で 6 項目あった。 
 以下に 6項目のそれぞれについて、内訳%
の比較の結果を述べる（表 11）。 
 （１）イカリ消毒では「22_ヒトの毛」

（2.4%、4 年分）であり、生協連の「02_毛
髪」（9.8%、3 年度分）より大幅に低かった。

自治体のデータ（参考文献 2）は「12_動物

性異物－人毛」（8.7%、4 年度分）であり、

生協連の値と類似していた。この傾向は、

2016～2018 年（年度）の各年（各年度）で

も同様であった。 
 （２）イカリ消毒は「24_歯・爪など」（1.0%、

4 年分）であり、生協連の「03_人体由来物

（毛髪除く）」（0.0%、3 年度分）と同様に

低かった。この傾向は、2016～2018 年（年

度）の各年（各年度）でも同様であった。 
 （３）イカリ消毒では「31_合成樹脂」

（19.6%、4 年分）であり、生協連の「06_
プラスチックおよび 07_ゴム」（15.0%、3 年

度分）と同程度であった。自治体のデータは

「16, 17, 18_合成樹脂類−ビニール・ゴム・

その他樹脂」（21.1%、4 年度分）であり、

イカリ消毒の値と類似していた。この傾向

は、2016～2018 年（年度）の各年（各年度）

でも同様であった。 
 （４）イカリ消毒では「33_金属」（10.7%、

4 年分）であり、生協連の「08_金属」（1.1%、

3 年度分）の方が顕著に低かった。自治体の

データは「10_鉱物性異物－金属」（10.9%、

4 年度分）であり、イカリ消毒の値と類似し

ていた。この傾向は、2016～2018 年（年度）

の各年（各年度）でも同様であった。 
 （５）イカリ消毒の「34_ガラス・石など」

（2.8%、4 年分）に対し、自治体では「8, 9_
鉱物性異物－ガラス、石・砂」（3.0%、4 年

度分）であり、ほぼ一致していた。この傾向

は、2016～2018 年（年度）の各年（各年度）

でも同様であった。 
 （６）イカリ消毒の「35_その他の鉱物」

（1.7%、4 年分）に対し、自治体では「11_
鉱物性異物－その他」（1.6%、4 年度分）で

あり、ほぼ一致していた。この傾向は、2016
～2018 年（年度）の各年（各年度）でも同

様であった。 
 
 
Ｄ. 考察 

 
 本調査では民間レベルでの混入異物分析

データを集計・解析することで、自治体デー

タとは別に、全国での食品への異物混入の

実態の一部が把握できたと考えられる。 
 食品分類別ではイカリ消毒データでは

「弁当・惣菜（日配品）」への混入が顕著に

多く（30.3%）、続く「パン・菓子類」（17.4%）、

「冷凍加工品」（8.5%）とは大きな差が見ら

れた（図表 3）。この理由としては、「弁当・

惣菜（日配品）」に分類される食品の幅が広

いこと（飲食店やファストフード店の料理

を含む）、「弁当・惣菜（日配品）」が消費者
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に提供されるまでには、他の食品項目と比

べて製造工程が多く、異物が混入する機会

が増えることが可能性として挙げられる。

生協連では「調理冷食」が 15.2%であり、

続いて「菓子」（13.2%）、「冷凍野菜」（9.8%）

となっていた（図表 5）。食品の分類法の違

いから明確には言えないが、イカリ消毒の

データにおける傾向と類似していると考え

られる。 
 また今回のイカリ消毒および生協連デー

タの調査によって、食品分類によって混入

異物の傾向が異なることがあることがわか

った（表 3、表 7）。食品分類によって製造

工程や製造環境が大きく異なるため、それ

ぞれの違いに応じた異物が混入すると考え

られる。 
 生協連データの解析から、健康被害（怪

我）に至った事例で混入が最も多く検出さ

れた異物は「原材料由来－骨・殻」であり

（表 9）、この結果は、2 回にわたる自治体

調査で健康被害を引き起こした原因異物の

第 1 位が「動物性異物－その他（各種の骨

など）」であったことと一致している。この

ことは、異物混入による健康被害の低減の

ためには「原材料由来」の「動物性異物（各

種の骨など）」への対策が特に重要であると

考えられる。 
 本調査では、混入異物の種類に関する一

部のデータについて、民間セクター（イカリ

消毒、生協連）および全国自治体データの集

計結果の比較を行った。その結果、この 3 者

で集計結果（内訳%）が必ずしも一致しない

例が見られた（表 11）。このことは、１つ

の集計データのみから全国の異物混入被害

実態を推定する際には注意が必要であるこ

とを示している。また各比較において見ら

れた差は、民間データと公共データのそれ

ぞれの特徴（例えば、生協連のデータは CO・
OP 商品に限定されているなど）を反映した

ものと思われる。 
 本調査から、今後の課題も見出された。イ

カリ消毒データ、生協連データ、全国自治体

データを比較する際に、異物および食品の

分類方法が異なるため、集計結果を比較す

る上で困難が生じることが判明した。将来

的に分類方法が統一されれば、異なる集計

システムのデータを統合したり比較したり

することが可能になると思われる。 
 2015～2018 年（イカリ消毒）および 2016
～2018 年度（生協連）の各年（各年度）の

データの間で異物混入があった食品分類や

混入した異物の種類の傾向に大きな差がみ

られなかったことは、全国自治体のデータ

（参考文献 1 、2）とも一致しており、同様

の異物混入が一定の頻度で起きていること

を示しており、対策や指導の必要性が確認

された。また食品分類により混入異物の種

類に特徴があることから、それぞれの食品

分類に適した対策を適用することが効果的

であると考えられる。 
 
 
Ｅ. 結論 

 
 今回の調査で、民間機関から提供された

食品への異物混入事例の解析から、自治体

提供のデータとは別に、食品における異物

混入被害実態の一端が把握できた。特に食

品分類および異物の種類の組み合わせを検

討することで、各食品分類において起きや

すい異物混入の概要が示された。また本調

査により硬質異物の危険性が再確認された。
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これらの情報は、既に得られている全国自

治体提供のデータと併せて、食品事業者へ

の HACCP 指導時に参照可能な異物混入実

態データとして活用することが可能と考え

られる。 
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（資料 1）イカリ消毒による商品（食品）の分類（商品別区分整理表）【No.19～25 は本調査の対象外なので

該当データは除外して解析を行った】 
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（資料 2）イカリ消毒による混入異物の分類（結果別区分整理表） 
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（資料 3）生協連による食品の分類（商品分類「大」「中」） 
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（資料 4）生協連による混入異物の分類（現象分類「大」「中」「小」） 
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図表 1：2015～2018年における混入異物区分別内訳および順位（イカリ消毒：131,389件） 
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図表 2A：2015～2018 年（4年分）における混入異物項目別内訳（イカリ消毒：131,389 件） 
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図表 2B：2015年における混入異物項目別内訳（イカリ消毒：35,169件） 
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図表 2C：2016年における混入異物項目別内訳（イカリ消毒：34,104件） 

 

  

 

75



図表 2D：2017年における混入異物項目別内訳（イカリ消毒：31,837件） 
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図表 2E：2018年における混入異物項目別内訳（イカリ消毒：30,279件） 
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表 1：2015～2018 年における混入異物項目別内訳および順位（イカリ消毒：131,389件） 
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図表 3：2015～2018年における異物混入食品項目別内訳および順位（イカリ消毒：131,389 件） 
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表 2：2015～2018 年（4年分）における食品項目ごとの混入異物項目別内訳（イカリ消毒：131,389 件） 
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（表 2 の続き） 
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（表 2 の続き） 
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表 3：2015～2018 年（4年分）における食品項目ごとの混入異物項目上位 3項目（イカリ消毒：131,389件） 
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表 4：2015～2018 年（4年分）における「金属」および「ガラス・石」の混入食品項目別内訳および順位（イ

カリ消毒：131,389件） 
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図表 4A：2016～2018 年度（3年度分）における混入異物分類別内訳（生協連：4,299件） 

  

 

図表 4B：2016年度における混入異物分類別内訳（生協連：1,743件） 

  

 

85



図表 4C：2017年度における混入異物分類別内訳（生協連：1,371件） 

  

 

図表 4D：2018年度における混入異物分類別内訳（生協連：1,185件） 
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表 5：2016～2018 年度における混入異物分類別内訳および順位（生協連：4,299件） 
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図表 5：2016～2018年度における異物混入食品分類別内訳および順位（生協連：4,299 件） 
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表 6：2016～2018 年度（3 年度分）における食品分類ごとの混入異物分類別内訳（生協連：4,299件） 
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（表 6 の続き） 
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表 7：2016～2018 年度（3 年度分）における食品分類ごとの混入異物分類上位 3 項目（生協連：4,299件） 
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表 8A：2016～2018年度（3年度分）の「怪我」に至った事例における混入異物分類別内訳（生協連：4,299 件） 

 

 

 

表 8B：2016～2018年度（3年度分）の「体調不良」に至った事例における混入異物分類別内訳（生協連：4,299

件） 
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表 9：健康被害（怪我 32 件、体調不良 5 件）があった事例として報告された混入異物の詳細内訳（生協連：

4,299件） 
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表 10：イカリ消毒、生協連、自治体データの異物分類対応表 
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表 11：イカリ消毒、生協連および全自治体データによる混入異物解析の結果比較 
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